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財務省
平成26年2月

このパンフレットは、「平成26年度税制改正の大綱」（平成25年12月24日閣議決定）及び現在、
国会において審議が行われている「所得税法等の一部を改正する法律案」、「地方法人税法案」

（平成26年2月4日閣議決定）の内容を分かりやすくまとめたものです。

25年度税制改正・26年度税制改正一体として、デフレ脱却・経済再生に向けた
経済好循環の実現をサポートし、同時に税制抜本改革を着実に実施します。

税制改正（案）のポイント平成
26年度



（注）基準年度とは、平成25年４月１日以後最初に開始する事業年度の直前の事業年度をいいます。

■所得拡大促進税制の拡充・延長（案）　［所得税でも同様の措置を講じます］

　現行制度の適用期限を2年間延長するとともに、雇用者給与等支給増加割合の要件（現行５％以上）

について、平成25・26年度は２％以上、平成27年度は３％以上、平成28・29年度は５％以上とする等の見直

しを行います。

平成26年4月1日以後に終了する適用年度について適用予定。なお、同日前に終了する事業年度（旧制度の適用なし、
新制度の要件満たす）分の税額控除相当額は、同日を含む適用年度で上乗せして控除。

　　　  現行制度の概要
　基準年度と比較して、５％以上、給与等支給額を増加させた場合には、当該支給増加額の

10％を税額控除（法人税額の10％（中小企業等は20％）を限度）できる	 	

控除対象給与等支給増加額の10％を税額控除

基準年度
からの増加額

基準年度
からの増加額

基準年度（注） 適用初年度 適用２年目

控除対象給与等
支給増加額

控除対象給与等
支給増加額

対象給与等
支給額

対象給与等
支給額

対象給与等
支給額

【要件】
⑴基準年度と比較して５％以上
　給与等総支給額が増加
⑵給与等総支給額が前年度以上であること
⑶平均給与等支給額が前年度以上であること

参 考

平成25・26年度	：	２％以上
平成27年度	 ：	３％以上
平成28・29年度	：	５％以上

継続雇用者に対する給与等に見直した上で
「前年度を上回ること」に変更

【
改
正
案
】

【
改
正
案
】
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●　給与等支給額を増加させた企業を支援するため、所得拡大促進税制を拡充します。　

●　足元の企業収益を賃金の上昇につなげていくきっかけとするため、復興特別法人税を１年前倒しして

　終了します。

●　消費の拡大を通じた経済の活性化を図る観点から、交際費課税について、交際費のうち飲食のための

　支出の50％の損金算入を認めます。

法人課税
（１） 法人税

①所得・消費の拡大

１



※　中小法人については、飲食費の50％と定額控除額800万円のどちらかを選択

■交際費課税の緩和・延長（案）

支出交際費等

【現行】

【改正案】

■復興特別法人税の１年前倒し廃止（案）

　現行制度の適用期限を２年間延長するとともに、交際費のうち飲食のための支出の50％を損金算

入可能とします。
（注）中小法人については、現行の定額控除（800万円）との選択制

［平成26年4月1日以後に開始する事業年度について適用予定］

　　　 現行制度の概要
　法人が支出する交際費等（一人当たり5,000円以下の飲食費等を除く。）は、原則として全額損金

不算入。ただし、中小法人については、800万円に達するまでの全額損金算入可。

飲食費

50％

飲食費以外

　足元の企業収益を賃金の上昇につなげていくきっかけとするため、復興特別法人税を１年前倒しして

終了します。

　　　　現行制度の概要
　法人税の納税義務者は、平成24年４月１日から平成27年３月31日までの間に開始する事業年度にお

いて、基準法人税額（所得税額控除等の適用前の法人税額）に対して10％の付加税（復興特別法人

税）を納付する義務がある。

全額損金不算入

損金不算入損金算入

改正案のイメージ

参 考

参 考

※これに伴い、復興特別所得税額を法人税の申告において法人税額から控除できることとします。
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■生産性向上設備投資促進税制の創設（案）　［所得税でも同様の措置を講じます］

　生産性の向上につながる設備投資を行った場合に、即時償却又は５％若しくは3％税額控除が

できる税制措置を創設します。　　

【改正案】産業競争力強化法の施行日（平成26年1月20日）から平成29年3月31日までの間に
取得等をした設備等について、以下の特別償却（即時償却）又は税額控除

機械装置
など

即時償却
又は５％税額控除

即時償却
又は３％税額控除

５０％特別償却
又は４％税額控除

２５％特別償却
又は２％税額控除

建物、
構築物

※　平成26年3月31日以前に終了する事業年度において取得等をした設備等については、平成26年4月1日を含む
　事業年度において相当額の償却又は税額控除ができる。

［産業競争力強化法の施行日（平成26年1月20日）から平成29年3月31日までの間に取得等をする設備等について適用予定］

●　生産性の向上による企業の収益力の底上げを図るため、生産性向上設備投資促進税制を

　創設します。

●　中小企業については、生産性向上設備投資促進税制の対象設備等につき、中小企業投資

　促進税制を拡充します。

●　研究開発投資の拡大を一層加速化させるため、研究開発税制を拡充します。

●　設備投資につながる制度・規制面での環境整備に応じた税制として、既存建築物の耐震改修投資

　の促進のための税制措置を創設します。

●　事業拡張期にあるベンチャー企業等を支援するため、ベンチャー投資促進税制を創設します。

●　収益力の飛躍的な向上に向けた経営改革の促進のため、事業再編促進税制を創設します。

②民間投資の活性化、産業の新陳代謝の促進

最新モデルかつ生産性向上要件（旧モデル比で年平均生産性１％以上向上）
を満たすもの

投資計画上の投資利益率が15％以上（中小企業者等は５％以上）
であることの経済産業局の確認を受けたその投資計画に記載されているもの

生産ラインやオペレーションの
改善に資する設備先 端 設 備

～29.3.31～28.3.31設備等の種類
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■中小企業投資促進税制の拡充・延長（案）　［所得税でも同様の措置を講じます］

　現行制度の適用期限を3年間延長するとともに、特定機械装置等のうち、生産性の向上につながる

設備等の取得又は製作をした場合には、即時償却又は７％税額控除（資本金3,000万円以下の法人は

10％）ができる措置を追加します。
［産業競争力強化法の施行日（平成26年1月20日）から平成29年3月31日までの間に取得又は製作をする設備等について適用予定］

■研究開発税制の拡充・延長（案）　［所得税でも同様の措置を講じます］

3,000万円超１億円
以下

30％特別償却
（税額控除なし）

30％特別償却
又は7％税額控除

即時償却
又は７％税額控除

即時償却
又は10％税額控除

現行資本金 改正案

3,000万円
以下

※　平成26年3月31日以前に終了する事業年度の投資分については、平成26年4月
　1日を含む事業年度において相当額の償却又は繰越税額控除ができる。

　上乗せ措置（増加型・高水準型）について適用期限を３年間延長するとともに、増加型の措置に

ついて、試験研究費の増加割合に応じて税額控除割合を引き上げる仕組みに改組します。（税額

控除割合５％⇒５％～30％）

○	研究開発税制の上乗せ措置（増加型・高水準型）（平成25年度末に期限切れ）

①	試験研究費の増加額に係る税額控除（増加型） ②	平均売上金額の10％を超える試験研究費の
　	額に係る税額控除（高水準型）

【現行制度の概要】

　中小企業者等が特定機械装置等の取得等をした場合には、取得価額

（下記⑤は取得価額の75％）の30％の特別償却又は７％の税額控除（資本

金3,000万円以下の法人のみ。１年繰越可）ができる。

（特定機械装置等）

① 160万円以上の機械装置
② 120万円以上の一定の工具、器具備品
③ 70万円以上の一定のソフトウェア
④ 車両総重量3.5ｔ以上の貨物自動車
⑤ 内航海運業の用に供される船舶

【改正案】
左記①～③の特定機械装置等が、生産性向上設備投資促進税制の
対象設備等である場合には、以下の特別償却又は税額控除ができる。

［平成26年４月１日以後に開始する事業年度について適用予定］

比較試験
研究費

前３期の平均

(算式)　試験研究費の増加額	×	５％ (算式)	(試験研究費-平均売上金額×10％)×税額控除割合
※	税額控除割合＝(試験研究費割合－10％)×0.2

当期及び
前３期の平均

当期の
試験研究費

増加インセンティブ
を強化。

一定以上の増加
割合を求める。

増加割合に応じて控除割合が
増加するような仕組みとする。

増加額×５％

控除割合

増加割合

30％

30％

5％

5％

【改正案】

【現行】

（注）上記の研究開発税制の上乗せ措置（増加型・高水準型）については、総額型（試験研究費の総額の８～10％（中小企業者等は12％）の税額控除）の上限（当期の法人税額の30％）とは別枠で適用できる。

平均売
上金額
×10％

当期の
試験研究費

超過額	×
税額控除割合大幅に

引上げ。

【改正案】３年間延長
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■既存建築物の耐震改修投資促進税制の創設（案）　［所得税でも同様の措置を講じます］

■ベンチャー投資促進税制の創設（案）

　耐震改修促進法の耐震診断結果の報告を行った事業者が、耐震改修対象建築物の耐震改修を行っ

た場合に25％特別償却ができる制度を創設します。

　産業競争力強化法の施行日（平成26年1月20日）から平成29年3月31日までの間に、同法に基づき計

画の認定を受けたベンチャーファンドを通じて事業拡張期にあるベンチャー企業等へ出資した場合には、そ

の出資に係る損失に備える準備金について損金算入を可能とする制度を創設します。（ベンチャー企業等

への出資金の80％損金算入）

［平成26年４月１日以後に取得又は建設をする建築物について適用予定］

［平成26年4月1日以後に終了する事業年度について適用予定］

改正耐震改修促進法(平成25年11月25日施行)

①不特定多数の者が利用する大規模な建築物（病院、旅館など）

②地方公共団体が耐震改修促進計画で指定した避難路に敷地が接する建築物

③都道府県が耐震改修促進計画で指定した防災拠点となる建築物

 

・耐震診断の実施、その結果を所管行政庁へ報告義務

　→所管行政庁はその報告の内容を公表

・耐震性が確保されていなかった場合には、所有者は耐震改修を行う努力義務

　→所管行政庁の耐震改修に係る指導・助言、指示。指示に従わない場合には公表

２５％特別償却

取
得
価
額

【改正案】
◎平成27年3月31日までに
　耐震診断結果を報告

　耐震基準に適合する耐震改修を実施

５年以内
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有限責任組合員(法人)

投資事業有限責任組合
（ベンチャーファンド）

新事業開拓事業者
（ベンチャー企業）

事業年度終了日又は終
了日直前におけるベン
チャーファンドの計算期
間終了時の帳簿価額の
80％を限度として準備
金を積立て

翌期全額取崩し
（益金算入）

新事業開拓事業者
投資損失準備金
（損金算入）

１期目 ２期目 ３期目

出資

出資

特定新事業開拓投資事
業計画の認定

株式

特定新事業
開拓投資事業
計画の認定日

積立期間
※認定日からその認定を受けた
投資事業有限責任組合の存続
期間終了の日までの期間



■事業再編促進税制の創設（案）
　産業競争力強化法の施行日（平成26年1月20日）から平成29年3月31日までの間に、同法に基づく計

画の認定を受けて複数企業間で経営資源の融合による事業再編を行う場合には、その事業再編による

特定会社に対する出資金・貸付金の損失に備える準備金について損金算入を可能とする制度を創設しま

す。（出資金・貸付金の70％損金算入）
［平成26年4月1日以後に終了する事業年度について適用予定］

１．地方法人税の創設

　法人住民税法人税割の税率引下げにあわせて地方法人税を創設。

		　・課税標準：基準法人税額（所得税額や外国税額等の控除前の法人税額）

		　・税率：4.4％

		　・賦課徴収：国(税務署)

		　・税収の使途：地方交付税として地方団体へ配分
　　［平成26年10月１日以後に開始する事業年度から適用予定］

２．地方法人特別税・譲与税の規模縮小

　地方法人特別税から法人事業税へ３分の１相当を復元
　［平成26年10月１日以後に開始する事業年度から適用予定］

○　地方団体の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るため、法人住民税法人税割の

　一部を地方交付税原資化します（地方法人税の創設）。

○　暫定措置である地方法人特別税・譲与税の規模を縮小します。

（2） 地方法人課税
■地方法人課税の偏在是正（案）
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出資会社A

取得価額の
70％を限度として
準備金を積立て

特定事業再編
投資損失準備金
（損金算入）

出資会社B

特定株式等

積立期間
※認定日から10年又は特定
会社の３期連続営業黒字
達成年のいずれか早い年の
終了の日までの期間

５年均等取崩し
(益金算入)

認定を受けた特定事業
再編計画に係る特定事業再編

特定会社

特定事業
再編計画
の認定日



現行の
対象物品

①購入記録票等の様式の弾力化及び手続きの簡素化。
②免税店をさらに増加させる観点から、観光庁が中心となってPR等の施策を実施。
③適正な執行を担保する仕組みを導入。
			（新たに拡大する品目について、一定の包装（シール封印等）、金額上限（１日１人１店舗あたり50万円以内）等を設ける。）

・食料品		・飲料品		・医薬品		・化粧品	等の消耗品

改正後の対象物品

手続きの簡素化・不正防止措置等

全ての物品に
拡大

・家電　・バッグ　・衣料品	等

現行の対象物品

7

■外国人旅行者向け消費税免税制度の見直し（案）

■簡易課税制度のみなし仕入率の見直し（案）

　外国人旅行者向け消費税免税制度について、免税対象を飲食料品や化粧品等の消耗品へ拡

大し、併せて購入記録票等の様式の弾力化及び手続の簡素化を行います。

　簡易課税制度のみなし仕入率について、金融業及び保険業を第4種事業（60％）から第５種事業

（50％）、不動産業を第5種事業（50％）から第６種事業（40％）とします。

［平成26年10月1日以後に行われる課税資産の譲渡等について適用予定］

［平成27年4月1日以後に開始する課税期間について適用予定］

●　外国人旅行者向け消費税免税制度について、免税対象を飲食料品や化粧品等の消耗品へ

　拡大し、併せて購入記録票等の様式の弾力化及び手続の簡素化を行います。　

●　簡易課税制度について、金融業及び保険業並びに不動産業のみなし仕入れ率を見直します。

消費税関係2



『平成26年4月から消費税率が8%に引き上がります』

○消費税率の引上げと経済成長の両立のために～経済政策パッケージ～

消費税転嫁対策特別措置法（平成25年10月１日施行）

　「社会保障と税の一体改革」は、社会保障制度を財政的にも仕組み的にも安定させ
ることで、だれもが安心して利用できるようにするための改革です。
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　消費税率引上げの影響を抑えるとともに、経済成長力の底上げと景気の好循環を
実現させるため、所得の低い方や子育て世帯に対する1万円の臨時給付金の支給、
住宅ローン減税の拡充、住宅購入に対する現金給付、雇用対策などの「経済政策パッ
ケージ」も同時に行ないます。

●　消費税は、消費一般に対して広く公平に負担を求める税金です。納税義務者は事
　業者となっていますが、事業者に課される消費税相当額は、コストとして販売価格に織
　り込まれて転嫁され、最終的には消費者が負担することが予定されています。
●　事業者の方々が消費税を価格へ転嫁しやすい環境を整備するため、消費税の円滑
　かつ適正な転嫁対策等に取り組んでいきます。

　・一旦取り決めた対価の減額や買いたたきによる消費税の転嫁拒否等の禁止
　・消費税分を値引きする等の宣伝や広告の禁止
　　（「消費税還元セール」、「消費税率上昇分値引きします」等の広告の禁止）
　・総額表示義務の特例（税込価格と誤認されない表示であれば、税込価格を
　表示しない表示方法が認められます。）
　・転嫁カルテル・表示カルテルの独禁法の適用除外（公取委への事前届出制）

○消費税を適正に価格に転嫁するために

平成27年10月から消費税率
を10％に引き上げることが、
税制抜本改革法に定められ
ていますが、同法附則第18
条第2項により、改めて経済
状況等を総合的に勘案した
検討を行います。

現行

消費税率
5％

・	消費税４％
・	地方消費税1％

平成26年４月１日から

消費税率
8％

・	消費税6.3％
・	地方消費税1.7％



■自動車重量税の見直し（案）

■自動車取得税の見直し（案）

■軽自動車税の見直し（案）

地方税における車体課税関係の見直し（案）

　自動車重量税について、エコカー減税の拡充を行うとともに経年車に対する課税の見直しを行います。

◎経年車に対する課税の見直し

　自動車取得税については、自家用自動車（軽自動車を除く）は３％、営業用自動車及び軽自動車は２％と

します。また、エコカー減税について、現行、税率75％軽減する自動車に係る軽減割合を80％にする等の拡

充を行います。

○	四輪車等について
　①	平成27年度以降に新規取得される四輪等の新車の税率を、自家用乗用車にあっては1.5倍、その他の
　　	区分の車両にあっては約1.25倍に引き上げます（これ以前から所有している車や中古車を新たに取得し
　　	た場合は現行税率のまま）。
　②	最初の新規検査から13年を経過した四輪車等について、約20％の重課を導入します（平成28年度分から）。
○		二輪車等について
　　	平成27年度以降、税率を現行の約1.5倍（最低2,000円）に引き上げます。

初回車検 初回車検

Ｈ27年度燃費基準
＋20％達成

自家用乗用車

自家用バス・トラック（2.5ｔ超）

・車両重量0.5ｔごと

・車両総重量１ｔごと

Ｈ27年度燃費基準
＋20％達成免税 免税

▲75％ ▲75％

▲50％ ▲50％

Ｈ27年度燃費基準
＋10％達成

Ｈ27年度燃費基準
＋10％達成

Ｈ27年度燃費基準達成 Ｈ27年度燃費基準達成

２回目車検

～13年 13年超 18年超

２回目車検

▲50％ 免税

4,100円 6,300円5,000円　⇒		5,700円

◎エコカー減税の拡充

（注）上記は、ガソリン乗用車の例。 ［平成26年4月１日以後に新車新規車検を受ける車について適用予定］

（注１）上記は、1年間当たりの「当分の間」税率。他の車種についても同様の見直しを行います。ただし、営業用車の税率の変更はありません。
（注２）急激な負担増とならないよう、２段階での引上げを行います。（上記のケースでは、平成26年度から5,400円に、平成28年度から5,700円に引き上げます。他の車種についても同様。）
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車体課税3
参 考

●　自動車重量税について、エコカー減税の拡充を行うとともに経年車に対する課税の見直しを行います。

　　　	地方税において、自動車取得税、自動車税及び軽自動車税についても見直しが行われます。

参 考



■給与所得控除の見直し（案）
　給与所得控除の上限額が適用される給与収入1,500万円（控除額245万円）を、平成28年分は1,200万円

（控除額230万円）に、平成29年分以後は1,000万円（控除額220万円）に引き下げます。

（万円）

250

200

150

100

65

50

0

0 500 1,000 1,200 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500（万円）
（給与収入）

（給与所得控除額）

現行：245万円

改正案：230万円（平成28年分）

改正案：220万円（平成29年分以後）
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●　給与所得控除の上限額が適用される給与収入1,500万円（控除額245万円）を、平成28年分は1,200万円

　（控除額230万円）に、平成29年分以後は1,000万円（控除額220万円）に引き下げます。

●　ＮＩＳＡ（非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置）について、

　１年単位でＮＩＳＡ口座を開設する金融機関の変更を可能にするとともに、ＮＩＳＡ口座を廃止した場合にＮＩＳＡ

　口座の再開設を可能にします。

個人所得課税4



■ＮＩＳＡの利便性向上のための見直し（案）
　　ＮＩＳＡ（非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置）につい

　て、１年単位でＮＩＳＡ口座を開設する金融機関の変更を可能にするとともに、ＮＩＳＡ口座を廃止した場合

　にＮＩＳＡ口座の再開設を可能にします。
［平成27年１月１日から適用予定］

（※1）	①②③の期間ごとに金融機関を選択し、その期間内に金融機関を変更しない場合には、新たな手続は不要。
（※2）	金融機関の変更は、その変更しようとする年にＮＩＳＡ口座へ上場株式等を受け入れていない場合にのみ可能。
（※3）	ＮＩＳＡ口座を廃止した年に既に上場株式等をＮＩＳＡ口座に受け入れていた場合は、ＮＩＳＡ口座の再開設は翌年以降から可能。

１．非課税対象	 ：	非課税口座内の少額上場株式等の配当、譲渡益

２．開設者（対象者）	：	口座開設の年の１月１日において満20歳以上の居住者等

３．非課税投資額	 ：	毎年、①新規投資額及び②継続適用する上場株式等の時価の合計額で100万円を上限

４．非課税投資総額	：	最大500万円	（100万円×５年間）

５．口座開設期間	 ：	平成26年から平成35年までの10年間（毎年新たな口座開設は不要※1）

６．保有期間	 ：	最長５年間、途中売却は自由（ただし、売却部分の枠は再利用不可）　

＜ＮＩＳＡのイメージ＞

〈現行制度〉

平成

26年

27年

28年

29年

30年

31年

32年

33年

34年

35年

26年 31年28年 33年27年 32年29年 34年 37年30年 35年 38年36年 39年

投資開始年

非課税期間 最長５年

1

2

3

上場株式等の移管による
継続適用可

①②③の各期間内では、
（1）	ＮＩＳＡ口座開設金融機関の変更はできない。
（2）	一旦ＮＩＳＡ口座を廃止した場合には口座の
　　再開設はできない。

５年間で累積最大
非課税投資総額
500万円

（1）	ＮＩＳＡ口座開設金融機関の毎年の変更を
　		可能にする。（※2）
（2）	ＮＩＳＡ口座を廃止した場合でも、ＮＩＳＡ
　		口座の再開設を可能にする。（※3）

〈改正案〉

ＮＩＳＡの概要
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■国際課税原則の見直し（総合主義から帰属主義への変更）（案）
　　外国法人に対する課税原則について、いわゆる「総合主義」に基づく従来の国内法を、2010年改訂

　後のＯＥＣＤモデル租税条約に沿った「帰属主義」に見直します。

○　外国法人等の支店（PE:Permanent	Establishment）が得る所得については、支店が本店から

　分離・独立した企業であったとした場合に得られる所得とするとともに、本店と支店との間の内部取引

　を認識します。

○　支店が第三国で得る所得について、日本と第三国の両方から課税されて二重課税が生じる場合、

　その二重課税を排除するために新たに支店のための外国税額控除制度を創設します。
［国税については、平成28年4月1日以後に開始する事業年度分の法人税及び平成29年分以後の所得税について適用予定］

総合主義（わが国国内法） 帰属主義（諸外国の典型例・我が国の条約）

（注１）本店が支店（ＰＥ）を介さずに行う直接投資等
（注２）支店（ＰＥ）が行う国外投融資で第三国において課税されているもの
（注３）原則として源泉徴収で課税関係終了

日本での申告対象

日本の
課税対象外 支店が

稼得

支店（PE）

支店が稼得

本店が稼得した
国内源泉所得
（注１、注３）

第三国でも課税
される場合には
外国税額控除を行う

申告課税対象外

内部取引
を認識

内部取引
認識せず

支店（PE）

第三国

日本での
申告対象
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外国法人

●　納税者の負担の軽減を図るとともに、早期かつ的確な納税の履行を確保する観点から、納税者の申請

　に基づく「換価の猶予」を創設するなど、納税の猶予や換価の猶予の見直しを行います。

●　税理士制度について、税理士の業務や資格取得のあり方などの見直しを行います。

（すべての国内源泉所得を申告課税）

本店 外国法人（本店）

第三国

外
国 外

国

日
本

日
本

（支店（ＰＥ）が得る所得を申告課税）

第三国
源泉所得
(注２）

第三国
源泉所得

国内事業
所得

本店が稼得した
国内源泉所得
（注１）

国内事業
所得

国際課税

納税環境整備

5

6



○個人所得課税
 ・所得税の最高税率の見直し
	 	 現行の所得税の税率構造に加えて、課税所得4,000万円超について45％の税率を創設

 ・ＮＩＳＡ（非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置）の創設
	 	 10年間、500万円の非課税投資を可能とするNISA（非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等
	 	 の非課税措置）の創設

 ・住宅ローン減税等の拡充
　		 住宅ローン減税を平成29年末まで延長するとともに、平成26年4月1日から平成29年末までに認定住宅を取得した場合
	 	 の最大控除額を500万円、それ以外の住宅を取得した場合には400万円に拡充

○資産課税
 ・相続税の見直し
	 	 相続税の基礎控除について、現行の「5,000万円＋1,000万円×法定相続人数」を「3,000万円＋600万円×法定相続
	 	 人数」に引下げ	。相続税の最高税率を55％に引き上げる等、税率構造の見直し

 ・贈与税の見直し
　		 贈与税の税率構造について、最高税率を相続税の最高税率に合わせる一方で、子や孫等が受贈者となる場合の贈与税の	
	 	 税率構造を緩和する見直し	

 ・教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の創設
　		 子や孫に対する教育資金の一括贈与に係る贈与税について、子・孫ごとに1,500万円までを非課税とする措置を創設

○法人課税
 ・生産等設備投資促進税制の創設 
　		 	2年間の時限措置として国内の生産等設備投資額を一定以上増加させた場合に、その生産等設備を構成する機械装置　
　　の取得価額の30％特別償却又は３％税額控除ができる制度の創設

 ・研究開発税制の拡充 
　		 ２年間の時限措置として税額控除上限額を法人税額の20％から30％に引き上げるとともに、特別試験研究費の範囲を拡大

 ・所得拡大促進税制の創設 
　		 基準年度と比較して5％以上、給与等支給額を増加させた場合に、その支給増加額の10％税額控除ができる制度を創設

 ・雇用促進税制の拡充
　		 税額控除額を増加雇用者数一人当たり20万円から40万円に引上げ

 ・中小法人の交際費課税の特例の拡充 
　		 中小法人の支出交際費を800万円まで全額損金算入とする拡充

○納税環境整備
 ・延滞税等の見直し
　		 延滞税・利子税・還付加算金について、現在の低金利の状況に合わせ引下げ

平成25年度税制改正の主な改正項目
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参 考



（注１）　上記の計数は10億円未満を四捨五入しています。
（注２）　「Ⅱ	１．（１）給与所得控除の見直し」の平年度の増収見込額は平成29年施行分適用後の増収見込額で、カッコ書きは平成28年施行分適用後の増収見込額です。
（注３）　復興特別法人税の1年前倒し廃止に伴う特別会計分の減収見込額は、平成26年度▲6,453億円となります。
（注４）　「Ⅱ	３．（１）車体課税」の増減収見込額は、特別会計分（平年度▲4億円、初年度34億円）を含みます。
（注５）　地方法人税（仮称）の創設による特別会計分の増収見込額は、平年度4,845億円、初年度3億円。地方法人特別譲与税の増減収見込額（国税の税制改正に伴うものを含む。）は、
　　	 平年度▲7,100億円、初年度▲211億円となります（総務省試算）。
（注６）　上記の計数に、地方税分の改正増減収見込額と地方法人税（仮称）・地方法人特別譲与税の改正増減収見込額を含めると、平年度▲6,486億円、初年度▲7,391億円となります。

平成26年度の税制改正（内国税関係）による増減収見込額（単位：億円）

改 正 事 項

Ⅰ　「消費税率及び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について」での決定事項

 （１）生産性向上設備投資促進税制の創設

 （２）研究開発税制の拡充

 （３）中小企業投資促進税制の拡充

 （４）ベンチャー投資促進税制の創設

 （５）事業再編促進税制の創設

 （６）既存建築物の耐震改修投資の促進のための税制措置の創設

 （７）所得拡大促進税制の拡充

Ⅱ　Ⅰに追加して決定する事項

　  １．個人所得課税

 （１）給与所得控除の見直し

 （２）企業型確定拠出年金の拠出限度額の引上げ

  個人所得課税　計

     ２．法人課税

 （１）交際費等の損金不算入制度の見直し

 （２）国家戦略特別区域における税制措置の創設

 （３）集積区域における集積産業用資産の特別償却制度の廃止

  法人課税　計

     ３．消費課税

 （１）車体課税

  ①自動車重量税のエコカー減税の拡充

  ②経年車に係る自動車重量税の税率の見直し

  小　計

 （２）非製品ガスに係る石油石炭税の還付制度の創設

 （３）消費税

  ①簡易課税制度のみなし仕入率の見直し

  ②外国人旅行者向け消費税免税制度の見直し

  小　計 

  消費課税　計

　 　 　 　 　 　 　 　 合 　 　 　 　 計

▲ 2,990

▲ 270

▲ 170

▲ 30

▲ 100

▲ 70

▲ 1,060

810

（380）

▲ 70

740

▲ 430

▲ 20

10

▲ 440

▲ 160

150

▲ 10

▲ 150

180

▲ 100

80

▲ 80

▲ 4,470

▲ 3,520

▲ 200

▲ 170

▲ 10

▲ 100

▲ 60

▲ 1,350

-

-

▲ 20

▲ 20

▲ 290

0

10

▲ 280

-

80

80

▲ 130

-

▲ 50

▲ 50

▲ 100

▲ 5,810

平 年 度 初 年 度
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◎財務省ホームページでは、税制についての情報を提供しています。是非ご利用ください。

　http://www.mof.go.jp  （又は「財務省」で検索）

◎税に関する情報をお届けする「税制メールマガジン」も是非ご登録ください。


